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「巣ごもり消費」は定着するのか？
～これからの消費のキーワードは「非接触」～

（出所）「家計消費状況調査（総務省）」を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

【図1】消費行動に大きな影響が見られた品目（全体）

（2020年５月）

新型コロナの感染拡大によって 「巣ごもり消費」 という言葉が生まれました。巣ごもり消費と

は、巣にこもるひな鳥のように、外出せず 家の中での生活を楽しむ消費傾向 のことを

指します。最近の家計の消費動向を見ても、外出型の消費が大きく落ち込む一方で、この「巣ごもり消

費」や「ネット消費」が増加するなどコロナ禍による影響が明確に表れています。

緊急事態宣言で「巣ごもり」がより鮮明化
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緊急事態宣言下にあった５月の家計調査では、旅行・レジャーなどへの支出が外出自粛の影響で減少し

た一方、家の中で楽しむゲーム機やテレビ、在宅ワークやオンライン授業の拡大などでパソコン関連が増

加しました。

つまり各分野での需要が「外」から「中」に移っていることがわかります。もちろん、外出自粛のストレス

もあって緊急事態宣言が解除された5月下旬以降は外での消費が徐々に増加しているようですが、感染

への不安がある以上、消費者の「抑制的な」行動は長期化すると考えられています。

全体の品目
増減率（％）

(前年同月比)

上
位

1 ゲーム機（ソフト除き） +230.6

2 パソコン（含タブレット） +150.5

3 原動機付輸送機器 +48.4

4 エアコン +26.2

5 テレビ +19.9

下
位

1 パック旅行費（外国） ▲99.5

2 パック旅行費（国内） ▲97.1

3 宿泊料 ▲95.0

4 航空運賃 ▲94.8

5 ビデオカメラ ▲88.0

（注）増減率は2020年5月実績の前年同月比。 二人以上の世帯を対象

公共交通機関を
避ける動きも！
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学校からの課題など
読書が増えた？
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アフターコロナのキーワードは「コンタクトレス・エコノミー」

コロナ禍で生じた「非接触」のニーズをうまく取り込んでいくことが、

コロナと共に生きる時代の「商機」につながるのかもしれません。

ネット消費での品目
増減率（％）

(前年同月比)

上
位

1 出前 +168.5

2 家具 +148.5

3 家電 +135.1

4 医薬品 +118.6

5 書籍 +92.1

下
位

1 チケット ▲93.2

2 旅行関係費※ ▲91.8

3 健康食品 ＋17.2

4 履物・その他の衣類 ＋29.2

5 自動車等関連用品 ＋30.5

「巣ごもり消費」の特徴は？

「巣ごもり消費」の特徴としては、「医薬品（日用品）」などがネットショッピングによって急激に増加した

ことがわかります。従来、食料品や日用品などはスーパーやドラッグストアでの買い物が中心でした。し

かし、各家庭に対し買い物の頻度を減らすことが求められ、いわば追い立てられるような形でネット消費

が増加しました。

また食事などの宅配サービスは、十分満足できるものであると認知され、高齢世帯も含め広く使われ

るようになったようです。このように店舗消費とネット消費の併用で「巣ごもり消費」をより充実化させる

という流れは、アフターコロナにおいても一般的な消費スタイルとして定着するものと見られています。

※宿泊費・運賃・パック旅行費（ネット決済及びそれ以外を含む）

【図2】消費行動に大きな影響が見られた品目（ネット）

（2020年５月）

（出所）「家計消費状況調査（総務省）」を基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

中国などでは外出制限の期間中、人的接触のない宅配サービス、遠隔医療、インテリジェントロボットな

ど「非接触型」のサービスが消費者の関心を集めたようです。例えば、ライブ配信を通して気に入った商

品が見つかれば、消費者はスマートフォンですぐに注文することができ、商品は売り場の専用カウンター

から直接発送されるというサービスが拡大しました。

日本でも3つの密（密閉、密集、密接）を避けるべく、一定の距離を置いたレジ待ちなどが当たり前にな

りましたが、スマホで商品をモニターでき、「非接触」の宅配サービスなどが廉価で利用できるようにな

れば、日本の消費者も魅力的と感じるはずです。
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